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廷との距離、客観的な取材対象の扱い等）、③｢不偏不党・公平性」（批判的な意見等）、④｢中立・公

正性｣(多角的な視点等)を理由に変更指示が出された。更に、国会議員との面会後には、そうした理

由さえなしに｢業務命令｣が下された。

第三、編集権を確保するために、経営・編集管理者は指示、業務命令、人事権等の手段を行使し

た。編集過程では制作スタッフを排除した後、経営陣だけの協議で編集方針を決め、一方的にそれ

を指示しており、最終的には総局長が「経営判断だ。議論してる場合じゃねぇ」といい、「業務命令」

を下し、それを強制した（消極的排除策）。編集権の積極的確保策としては、「解説書」等内部規定

により、業務執行権限体系や指揮監督システムが構築され、業務や意識に権力的階層性が形成され

ており、コンプライアンス推進室、コンプライアンス研修等により、再生産されている。一方、内

部告発や裁判で証言したデスクやＣＰに対しては、排除行為として制作現場から外す報復的人事を

強行する「処罰措置」が取られた。また、「放送倫理に違反した」との第三者機関ＢＲＣの「見解」

も無視した。

第四、こうした内部統制により、「戦時性暴力の裁き」という批判的言説は公共的論争を引き起こせ

ないまま、封じ込められた。公共放送のＮＨＫは、政治権力からの不当な圧力を忖度し、自主規制

を行いながら、市民社会や視聴者の正当な問題提起には編集権を盾にそれを受け付けないダブルス

タンダードを取ったのである。

韓国の放送番組レーティング制度に関する一考察
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【はじめに】放送番組レーティング制度は、放送メディアが子ども・青少年の保護者に対して番組

内容に関する情報を提供する側面から保護者の視聴指導に役立てるものと捉える見方もあるが、V

チップ（Violence chip）導入の前段階として表現・放送の自由を制約する措置とも言える。

このような両面性を持っている放送番組レーティング制度は、1990年代半ばから欧米を中心に導

入され始め、既にアメリカとカナダでは V チップも導入されている。また、韓国では 2001年から

放送番組レーティング制度が放送法に導入され、現在 2回（2002年・2006年）にわたる改正が行

われている。

一方で、日本では 1995年から 1998年の間、放送番組レーティング制度に関する議論より、行政

側による V チップ導入の議論が先に進められ、継続審議の後、時期尚早として見送られた。今後、

日本における子ども・青少年保護をめぐる放送メディアのあり方を議論する際、諸外国の放送番組

レーティング制度はひとつの参考になり得ると考えられる。

【研究の目的】本報告では、放送番組レーティング制度の一例として韓国の現状を取り上げ考察す

ることにより、子ども・青少年保護のための韓国の放送政策と放送制度の両面から、同制度を運用

する上で実際効果があるかについて明らかにすることを目的とする。

【研究の方法】本報告では、放送番組レーティング制度の導入・改正の度に行われた討論会（独立

行政機関である放送委員会が主催、放送関係者・メディア専門家・市民団体など参加）での議論を

踏まえながら、文献考察を中心に行った。

【得られた知見】韓国における放送番組レーティング制度を考察してみた結果、以下のような知見
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が得られた。

先ず、韓国では 1996年、映画の事前審議に対する憲法裁判所の違憲判決が下されたことを機に、

放送番組レーティング制度に関する議論が始まった。同裁判で憲法裁判所は、旧映画倫理委員会（現

在、映像物等級委員会）の事前審議を検閲としながら、青少年に対する上映を効果的に管理（流通）

できるよう、予めレーティングを審査することは検閲でないと判断した。この判決により、従来の

放送用映画・漫画映画に対する放送委員会の事前審議にも違憲性が問われ、同委員会は子ども・青

少年保護のための新たな番組規制措置として 2001 年から放送番組レーティング制度を採用するこ

ととなった。

ここでの問題は、2000年の統合放送法の成立により、放送の政策・行政・規制を統括するように

なった放送委員会が「放送番組レーティングの分類及び表示等に関する規則（以下、番組レーティ

ング規則）」を制定・公表し、これに基づいて放送メディアは番組レーティングを行わなければなら

ない（放送法第 33 条第 3 項・第 4 項）という他律的・受動的な放送政策が採用された点である。

放送番組レーティング制度の本来の目的が子ども・青少年の保護者に対する番組の情報提供である

点、また放送メディアの自主・自律性を活かすと共に同制度の実効性を確保する点でも、番組レー

ティングの実施主体である放送メディアに基準作りを委ねるべきであったと言えよう。

次に、上記の放送政策により、放送法第 33 条第 5 項においては、放送メディアが番組レーティ

ング規則に基づいて番組レーティングを行ったとしても、放送委員会が適切でないと判断した場合

は調整を求めることができると規定されている。このような放送委員会の調整権限を含む制裁措置

に対しては再審制度が放送法第 100条に設けられているとはいえ、再審の判断を行う主体は同委員

会である。そのため、5つの年齢枠（全体・７歳以上・12歳以上・15歳以上・19歳以上の視聴可）

と 3つの内容基準（扇情性・暴力性・放送言語）によって定められた番組レーティング規則の曖昧

さが問われても、それを判断する主体は同規則を制定・公表した放送委員会となる。このような放

送制度の下で、番組レーティングに関する最終的な判断権を放送委員会に委ねるだけでは、一次的

な判断者に過ぎない放送メディアの表現の自由が萎縮される恐れは十分考えられる。また、放送番

組レーティング制度の 3つの内容基準は放送委員会の審議対象となっているが、他にも子ども・青

少年にかかわる審議項目は数多く設けられている。このような放送制度の面からみた放送番組レー

ティング制度は、子ども・青少年保護との関連で放送委員会が行う番組審議制度の一項目に過ぎな

い問題もある。

結局、韓国の放送政策と放送制度の両面からみた放送番組レーティング制度は、子ども・青少年の

保護者に放送メディアの番組情報提供を促すようなものというより、放送委員会が運用する番組審

議制度の前段階として、放送メディアに番組の一次規制を強いるものと言えよう。
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フツとツチ、２つの部族の対立が、1994 年 100 日間で 100 万人以上とも言われる虐殺犠牲者を出

したルワンダ。フツ強硬派がツチやフツ穏健派を組織的に一般人が大量にかかわって殺戮したので




